
東海第二原発は北 10km(東海村）にある。2011年の大震災に被災し、運転 43年が過ぎた老朽原発。30キロ圏内に 94万人が住む。 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

                          

  

                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

ニュース さよなら原発 第 99 号（3・4 月号）    2022．3．11 発行 

さよなら原発ひたちなか市実行委員会 

連絡先：ひたちなか市馬渡 2824-63 佐藤 英一  TEL:029-273-4775    

ホームページ：http://sayonaragennpatu.wixsite.com/mysite バックナンバーも掲載 ☝ 

大井川知事は、 
 

「実効性のある避難計画作成は 

もっともっと時間がかかる」 

(2020年 6月記者会見) 

「県の了解なしで試験運転はないと考える」 

(昨年 10月県議会答弁) と明言しました。 

 

    

・・・・
・ 

大谷市長など 5 市 1村長も 
 

「原電の計画ありきではない。5 市 1 村が

主導権を持って対応する」 

「5市 1村との協議なく最終段階 

の検査に進むことはできない」 

と明快です。 
 

と明快です。  梶山経産大臣(当時)も 
 

「避難計画には実効性がなければならない」 「避難計画がない中での、 

建設中の原発への核燃料装荷や再稼働が進むことは実態としてない」 

と答弁しています。(昨年 3月衆議院経済産業委員会) 
 

知事や市町村長からの同意 見通しが立たない 

水戸地裁の判決は（昨年 3月 18日） 

「原電は東海第二原発を運転してはならない」 

＜ニュースの配り手と募金 のお願い＞ 
 

日頃のご支援に感謝します。ご協力頂ける方は、最寄りの会員又は上部の連絡先（佐藤）にご連絡

ください。詳しくはその際にご説明します。 

 
東海第二原発を保有する原電は、工事終了を今年 12 月から 2024 年 9 月に延期
しました。必要な同意が得られない中、施設の一部変更を理由とする延期です。 

 

水戸地裁は、昨年3月 ①国原子力規制委員会の審査に合格しても、今の科学技術では

地震等の予測に限界があり原発事故のリスク
＜注 1＞

があること。 ②住民の命や健康を守

る最後の砦 ＝ 実効性のある避難計画とその実施体制が今も将来も出来ない、として差

止めを命じました。 
  

原電は、判決翌日、市町村が避難計画策定で苦心しているなか東京高裁に控訴し、国の

許可があった原発には欠陥がなく、具体的な危険性はない。避難計画は再稼働まで

には充実されるから現段階で判断することは誤り、と批判しています。 
  

原子力規制委員会は、「リスクはゼロではない、どんなに備えても事故はあるものとして

考えるのが基本」だと再三説明しています。 福島第一原発事故は正式に許可を受けて

いた原発だったのに、大事故を起こしてしまった苦い経験があります。 

＜注 1＞ スリーマイル原発(1979 年)、チェルノブイリ原発(1986 年)の大惨事は社員の

操作ミス、福島第一事故は防潮堤工事費を渋った経営ミス、東海村の JCO 事故(1999

年)は監督義務違反が絡んでいます。今現在ウクライナでは原発が攻撃されています。 

tel:029-273-4775
http://sayonaragennpatu.wixsite.com/mysite
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セシウムからの放射線は測定を開始した 2012 年 4 月から 3 年後に約半分に減りました。今後は減り方がゆるやかになるので

半減するのに約 30 年かかると推定されます。樹木の根元に濃縮されがちなので要注意です。 

 

 

 
１．使用済み燃料を乾式 (空冷) 容器に移し終えれば、全市町村で 

避難計画策定が不要になります。 

２．プールに残った状態では原発から 5キロ圏内だけが必要で、ひたちなか市 

では長砂地区、那珂市では本米崎だけとなります。㊟ 

原発廃止方針にすれば、現実的な避難計画づくりになります。 

      

１．使用済み燃料を乾式 (空冷) 容器に移し終えれば、全市町村で 

避難計画策定が不要になります。 

２．プールに残った状態では原発から 5キロ圏内だけが必要で、ひたちなか市 

では長砂地区、那珂市では本米崎だけとなります。㊟ 

原発廃止方針にすれば、現実的な避難計画づくりになります。 

小出裕章さん(元・京都大学助教) 講演会 

日時 5 月 7 日(土) 午後 13 時開場  

講演「日本の原子力開発と東海第二原発の再稼働」 

（講演前に 記録映画「地震・津波・原発事故」上映） 

 場所 常陸太田市民交流センター 大ホール 参加費 600 円 

県は、感染症対策として避難所をテントやつい立
・ ・ ・

で区切らない場合、1 人 4.5 ㎡必要と認

め、他県に大幅な避難者受入れ増を要請中です(下表)。市町村も一から作り直しになります。 
 

1人の避難所面積 県内に避難 県外に避難 県外の増加数 

現行は 2.0㎡ 
＜注１＞

 ３９．３万人 ５４．６万人 ― 

3.5㎡案(6割の人がテント使用) ２４．０万人 ６９．９万人 １５．３万人 

4.5㎡の案(テント使用しない) １８．７万人 ７５．２万人 ２０．６万人 

＜注1＞ 現行の避難先は県内 30 市町村、県外は 5 県 101 市町村です。 
 

病院や入所型福祉施設もそれぞれ避難計画が必要で、その策定状況

は表のとおりです。策定済みでも避難に必要な救急車＊や福祉車両が全

く足りず、計画の欠陥が指摘されています。 

病院や入所型福祉施設の避難計画の策定状況 （  ）内は、ひたちなか市内の状況 
 

  区  分 施設数 策定済 未策定 

病院 と 

19床以下の診療所 
119 (16) 39 (４)  80 (12) 

入所型福祉施設 

(高齢＋障害＋児童) 
486 (64) 280 (38) 206 (２６) 

         

                    

＊県立中央病院では、救急車が延べ１４１台必要だが１台しかない。東海村立病院では同じく１０台必要だが１台も持っていない。 

94 万人の「避難計画」策定は 遠く及ばない 

東海第二は運転開始から 43 年経過。過去 24 年間に県に報告された事故・故障等が１７件

あります。配管がすり減った(減肉)、弁棒が折れた、逆止め弁が損傷した、（不調の前兆で）

通常外の方法で停止した、火災が発生した等です。トラブルがついて回っています。 
  

 

東海第二の工事費は 2,350億円（注１）です。工事終了後直ぐに営業運転に入ったとしても運転期間

は 14年です。4基又は 3基で発電していた平成９年から１４年間で原電の利益は、合計５３２億円

でした。東海第二 1基で工事費の回収はムリ、安全無視の乱暴な運転が心配されます。   

東海第二の再稼働は 採算面からも 安全性が軽視される 

小出裕章さん(元・京都大学助教)講演会 
 

日時：5月 7日(土) 午後 1時開場  

演題：日本の原子力開発と東海第二原発の再稼働 

（講演前に 記録映画「地震・津波・原発事故」上映） 

場所：常陸太田市民交流センター大ホール 

参加費：600円 

申込み： 荻 (080-5496-6261) 

                 佐藤(090-5410-1336) 

 

もし東海第二原発を廃止にすれば・・・ 
 

１．使用済核燃料を全て乾式 (空冷) 容器に移し終え

れば、東海村を含む全市町村で避難計画が不要にな

ります。 

２．使用済核燃料がプールに残った状態でも、避難計

画の策定は原発から 5 キロ圏内だけでよく、例え

ば、ひたちなか市では長砂地区、那珂市では本米崎

だけが対象となります。 
      （原子力規制委員会の原子力災害対策指針による） 

東海第二原発が廃止ならば、 

避難計画は段階的に不要になります。 

(注 1) 工事費は本体施設 1,740＋テロ

対処施設 610の計 2350億円（原電公表）。

合計 3,500 億円に増える報道もありま

す。 

僕を忘れないで！ 
 

 Ｕさん 


